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1．はじめに
本研究では 1995 年 1 ⽉から 2024 年 11 ⽉の「⼈⼝動態統計」による都道府県別出⽣数

と死亡数並びに 2000 年 1 ⽉から 2025 年 3 ⽉の「住⺠基本台帳⼈⼝報告」都道府県間転⼊
数と転出数を⽤いて、⽉別変動のパターンを地域別に分析することを⽬的とする。これら動
態件数の⽉別系列には季節性（1 年のなかの⽉による系列の安定な変化）が認められるため、
センサス局法を⽤いて季節成分分解を⾏い、中⻑期的な趨勢の変化（1 年を超える系列の趨
勢的な変化）を観察した。とくに、新型コロナ感染症の流⾏が始まり、最初の緊急事態宣⾔
が発出された 2020 年 4〜5 ⽉前後に、趨勢の変化があったのか否かについて検証すること
を⽬的とする。

2020 年に始まった新型コロナウイルス感染症の世界的な⼤流⾏は、直接的な健康被害へ
の影響だけでなく、多くの国々で法的な都市封鎖が実施され⼈流・物流に甚⼤な影響を招く
とともにオンライン会議や在宅勤務（テレーワーク）の増⼤等の社会の有り様を⼤きく変え
る影響を及ぼしている。新型コロナウイルス感染症の影響は広範で甚⼤であったため、最新
データに基づく現在の状況の精確な把握が重要となり、わが国においても速報性が重視さ
れて関連する統計の 2 次的な取りまとめが多くなされてきた。なかでも⼈⼝動態に関する
統計として、出⽣と死亡については「⼈⼝動態統計⽉報」が約 5 ヶ⽉後（⼦の住所地と死亡
者の住所地についての件数）1、「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告⽉報」が調査⽉の 2 ヶ⽉後に、
都道府県別の実数が公表されている。しかし、これらの⼈⼝動態には季節性がある。死亡の
場合には 6〜9 ⽉に 5〜10％少なく、12 ⽉から翌 1 ⽉に 10〜15％多くなっている。出⽣も
7〜9 ⽉に 5%ほど多い。⼈⼝移動については 3〜4 ⽉に集中しており、他の⽉の 2〜2.5 倍
という規模になっている。そのため、新型コロナウイルス感染症が流⾏する前から地域⼈⼝
の変化について最⼩限のタイムラグをおいた最新の⼈⼝変化の状況を知ることができたの
だが、⽉別原系列は 当該地域で現在総⼈⼝はどの程度の速度で減少しているのかという最
も基本的な事実について客観的な知⾒を得ることが難しい季節変化を含んでいる。本研究
では、経済統計に広く適⽤され⼀般的・標準的な季節調整（季節成分分解）の⼿法であるセ
ンサス局法を⽉別⼈⼝動態の系列に適⽤し、季節性のパターンと⼀時的な撹乱的変動を除
去した中⻑期的な趨勢の変化について分析する。

1 「⼈⼝動態統計速報」が調査⽉の約 2 ヶ⽉後に届出地についての件数を取りまとめ報告して
いるが、届出地の地域が住所地とどのような関係にあるのかは定かではない。また、⽇本にお
ける外国⼈、外国における⽇本⼈と前年以前に発⽣したものを含む。本研究では「⼈⼝動態統
計（確定数）」と同⼀の観察対象について、同⼀の地域を表章する⽉報を⽤いた。
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 本研究は、センサス局法という経済統計の領域で標準的な⼿法を⽤いることによって⼈
⼝動態系列からも簡便に季節性を除去し（⽉別系列の背後にある）中⻑期的な趨勢の観察が
可能であることを⽰すことを⼀つの⽬的としている。そのため、詳細は後述の通り、センサ
ス局法には多彩なモデリングオプションがあるものの、詳細なモデルの精緻化には⽴ち⼊
らずに初期設定を⽤いることとする。分析モデルの精緻化により結果は変わりうる可能性
があることに留意されたい。また、同じ理由で⼈⼝動態件数「実数」を分析対象とする。わ
が国の⼈⼝は急速な少⼦⾼齢化が進⾏しており、分⺟⼈⼝の変化により出⽣数と移動数は
減少、死亡数は増加傾向にある。⻑期的な趨勢の観察においては⼈⼝（年齢）構造の影響を
除去する「率」の観察が重要であるが、季節性の分析は典型的には 1 年以内の期間の変化の
ような 短期の系列変化に着⽬した分析である。本研究が「数」を対象とする分析であるこ
と、新型コロナウイルス感染症の流⾏が始まった後の期間のせいぜい 2〜3 年程度のスパン
の変化に注⽬する分析であることに留意されたい。 
 著者らは 2022 年に⽉別⼈⼝動態の最新の動向について（センサス局法を援⽤した季節成
分分解の結果について）のモニタリングを開始し、概ね半年に⼀回程度の頻度で結果を報告
してきた2。センサス局法は、ごく⼤雑把に⾔えば中⼼化（対称な）移動平均（当該⽉と前
後同⼀期間幅の平均）によって季節成分を除去する⼿法である。最新の趨勢の算出には将来
についての（最⼤ 7 年間程度の）観測値を要求する。そのため、季節成分分解の分析⼀般
に、新しいデータが加わる度に推定結果が変化するという「時系列の不安定性」の問題がつ
きまとう。分析上関⼼が⾼い最新の期間において「時系列の不安定性」の影響は⼤きくなる
という本質的に難しい問題である。⼀⽅で、本稿執筆時点の分析において 2024 年 11 ⽉ま
での「⼈⼝動態統計 ⽉報」と 2025 年 3 ⽉までの「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告 ⽉報」の
結果を利⽤することができるようになっており、本研究が最も着⽬する時期（2020 年前半）
については、このような不安定性の影響を⼤きくは受けなくなってきた分析結果を⽰すも
のである。他⽅で、死亡数については新型コロナウイルス感染症の流⾏が始まった 2020 年
は従来からの趨勢と⽐べて減少したものの 2022 年以後かなり多く推移しており、最新の状
況については今後公表されるデータ次第で結果が変わる可能性があることに留意されたい。 
 
2．分析⼿法 
2.1．センサス局法の概要 
 センサス局法として知られる季節調整の⽅法には膨⼤な先⾏研究が存在し、数々のバー
ジョンアップを重ねてきたが、最新のものは X-13-ARIMA-SEATS と呼ばれる。この X-13-
ARIMA-SEATS では、季節調整（季節成分分解）⼿法の基本的な考え⽅として、X-11 アル
ゴリズムが選択できる。X-11 は 1950 年代半ばに⽶国センサス局で開発され、1960 年代半
ばに確⽴（Shiskin et. al 1967，Ladiray & Quenneville 2001）したものであり、極めて⻑い

 
2 菅他（2022），Suga et al.（2023a），菅他（2023b），Suga et al.（2024a），菅他（2024b）。 
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歴史を有し、広く⽤いられている（X-11 族に関して膨⼤な⽂献が存在）。 
X-11 には、時系列の最新部分に中⼼化フィルターを⽤いることができないため、新たな

データが利⽤可能になる度に最新期間の調整結果に相対的に⼤きな改訂を余儀なくされる
という「時系列の不安定性」の問題があった。このような問題に対して、時系列解析モデル
（Auto Regressive Integrated Moving Average, ARIMA）を⽤いて系列の最古と最新部分を
補うという対処法が考案され、1970~1980 年代にかけて X-11-ARIMA は確⽴した。さらに、
X-11 の季節性フィルターと ARIMA モデルを発展させた regARIMA モデルを組み込んだ
X-12-ARIMA は 2000 年前後に確⽴している（Findley et. al 1998）。

2010 年代に⼊り登場した X-13-ARIMA-SEATS は、1990 年代末にスペイン銀⾏で開発さ
れ欧州諸国で広く⽤いられる TRAMO-SEATS（Time Series Regression with ARIMA Noise 
Missing Observations and Outliers‒Signal Extraction in ARIMA Time Series，Gómez & 
Maravall 1996）を組み込み、X-12-ARIMA とともに利⽤できるようにしたものである。
TRAMO-SEATS 法は「季節性フィルターとして Wiener-Kolmogorov フィルターをベース
にした信号抽出の⼿法を⽤いており、無限の過去から無限の未来までの観測値が存在する
と想定した場合の最⼩⼆乗法によるデータ空間への射影として数理的な最適な分解を⾏う
ものである⼀⽅、分析にあたって仮定される制約がやや強く恣意的な部分や合理的でない
と考えられる部分がある（⾼部 2009）」とされる。本研究では X-13-ARIMA-SEATS プロ
グラムを利⽤するが、季節調整（季節成分分解）⼿法の基本的な考え⽅として X-11 フィル
ターを利⽤しており、「時系列の不安定性」の問題に対処するための最新部分の系列値の予
測には regARIMA モデルを⽤いた。X-13-ARIMA-SEATS では regARIMA モデルの⾃動選
択機能に TRAMO アルゴリズムとほぼ同等の⼿法が採⽤されており（U.S. Census Bureau
2020）、X-12-ARIMA に TRAMO を組み合わせたものを⽤いていることになる。

2.2．センサス局法の構成と利⽤ 
季節調整（季節成分分解）についてのセンサス局法 X-12-ARIMA は、次の三段階の要素

（もしくは⼿順）から成る。第⼀段階は regARIMA を⽤いた事前調整パートである。第⼆
段階は X-11 フィルターを適⽤する季節成分分解である。第三段階では、事前調整や季節成
分分解の良好さに関する種々の統計量が計算される。センサス局法の⼿法に関する先⾏研
究には膨⼤な⽂献が存在し、その網羅的なレビューは本稿の⽬的とするものではない。本稿
では分析結果の解釈に直接関わる部分のみを取り上げることとし、2.3 節で第⼀段階の事前
調整、2.4 節で季節成分分解のための X-11 フィルターについて扱う。 

X-13-ARIMA-SEATS プログラムは、基本的には初期設定のまま利⽤した。ただし、3 つ
の項⽬を追加的に設定している。1 つ⽬は、regARIMA モデルの⾃動選択にあたり、初期モ
デル（𝑆𝐴𝑅𝐼𝑀𝐴ሺ0,1,1ሻሺ0,1,1ሻଵଶ）を特定する際に曜⽇効果とイースター効果の統計的な有意
性に関する AIC テストを追加し、統計的に有意な場合には季節性 ARIMA モデルを適⽤す
る残差からこれらの効果を除外するようにした。2 つ⽬は、初期設定では外れ値の類型とし
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て加法的外れ値と⽔準変化しか検索しないが、減衰的外れ値についても⾃動探索の対象と
した（これら外れ値の類型は 2.3 節に後述）。先述の通り、本研究では季節性フィルターに
SEATS ではなく X-11 を⽤いる。以上の設定でモデル識別を実施したところ、最終的な季
節性移動平均フィルターの次数として 3x9 が選択される場合があり、5 年前と 5 年後の同
⽉の観測値が移動平均の算出に⽤いられることがあった。そのため、X-11 フィルターを適
⽤するインプットデータの作成にあたっては、最終的に⾃動識別された regARIMA モデル
を⽤いて 5 年間の予測値を得た（X-13-ARIMA-SEATS プログラムの初期設定では
regARIMA モデルを⽤いた事前調整が⾏われる場合には 12 ヶ⽉の予測値が⾃動的に算出さ
れ⽤いられる）。 
 本研究は都道府県別の⽉別⼈⼝動態系列（出⽣数、死亡数、都道府県間転⼊数と転出数）
を対象として季節成分分解を実施する。本稿では、膨⼤な分析結果を全国と三⼤都市圏3に
縮約して主要な分析結果を⽰すこととした。三⼤都市圏の季節成分分解を⾏う場合、これら
地域を構成する都道府県各々の季節成分分解の結果を集計する⽅法（間接分解; indirect 
adjustment もしくは composite adjustment）と、三⼤都市圏（合計値）を直接分解する⽅法
（direct adjustment）がある。地域によって季節性（系列の変動パターン）が異なるなら間
接調整が好ましい（合計系列では 2 つの地域の変動が打ち消し合い失われることがあるた
め）。⼀⽅、対象地域の季節性（と中⻑期の変動）が同じパターンなら、合計系列に対する
直接調整が好ましいとされる（撹乱が均され，複数の地域の季節性がお互いに補完しあうた
め）。本研究では、全国・三⼤都市圏についての間接分解の分析結果を取り上げる4。 
 
2.3．季節成分分解のための事前調整 
 センサス局法 X-12-ARIMA における季節成分分解の第⼀段階の事前調整パートでは、
ARIMA モデルを⽤いて原系列を近似（記述）し、「時系列の不安定」の問題に対処するため
に将来の⼀定期間（X-11 による中⼼化移動平均の算出に必要な期間）についてのモデル予
測値を得ることを⽬的とする。そもそも ARIMA モデルは独⽴同分布の定常な確率項（ホワ
イト・ノイズ）を⽤いて原系列を記述するモデルであり、このパートの⽬的はホワイト・ノ
イズから原系列を（統計的によりよく）復元できる関数を発⾒することである。また、ARIMA
モデルの係数推定値と予測値は種々の外れ値（Outliers）の存在に対し極めて敏感に反応す
ることが知られており（たとえば Burman and Otto 1989）、予測値を得る際には曜⽇構成効
果（Trading day effects）等のカレンダー効果と呼ばれる 時系列に固有な構造的影響ととも

 
3 東京圏（埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県）、名古屋圏（岐⾩県、愛知県、三重県）、⼤阪
圏（京都府、⼤阪府、兵庫県、奈良県）、⾮⼤都市圏（その他の道県）とした。 
4 ただし、間接修正は、個別都道府県についての分解結果を⾜し上げたものであり、三⼤都市
圏についての推定結果（regARIMA モデルが識別した外れ値等）について⾔及する場合には直
接分解の結果を参照している。 

–58–



に外れ値の影響を除去することが重要とされる。以下では、センサス局法で採⽤されている
TRAMO アルゴリズムにおける regARIMA モデルの⾃動選択⽅法の概要を紹介する。詳細
は、U.S. Census Bureau（2020：4 章及び 7.2 節）を参照されたい。 
 まず、原系列を対数変換することが望ましい場合には変換を⾏う（対数変換を実施する場
合には、次節で紹介する X-11 フィルターの適⽤にあたっても乗法モデルを⽤い、そうでな
い場合には加法モデルを⽤いる）。そのうえで、曜⽇構成効果等のカレンダー効果や定数項
と外れ値の探索と季節性 ARIMA モデルの次数の選択を⾏う。最後に、選択されたモデルを
⽤いて、カンレだー効果や外れ値の影響を取り除いた予測値を算出し、X-11 フィルターを
適⽤するインプットデータを作成する。 
 ⼀般に、⽉別データ𝑧௧についての季節性𝐴𝑅𝐼𝑀𝐴ሺ𝑝,𝑑, 𝑞ሻሺ𝑃,𝐷,𝑄ሻଵଶモデルは次式で特定され
る独⽴同分布で平均ゼロの確率項𝑎௧の関数である。 

𝜙ሺ𝐵ሻΦሺ𝐵ଵଶሻሺ1 െ 𝐵ሻௗሺ1 െ 𝐵ଵଶሻ஽𝑧௧ ൌ 𝜃ሺ𝐵ሻΘሺ𝐵ଵଶሻ𝑎௧ 
ここでは𝐵は期間を交代させるラグオペレーター（𝐵𝑧௧ ൌ 𝑧௧ିଵ）、𝜙ሺ𝐵ሻ ൌ ൫1 െ 𝜙ଵ𝐵 െ⋯െ

𝜙௣𝐵௣൯は⾮季節性⾃⼰相関オペレーター、𝜃ሺ𝐵ሻ ൌ ൫1 െ 𝜃ଵ𝐵 െ⋯െ 𝜃௤𝐵௤൯は⾮季節性移動平均
オペレーター、Φሺ𝐵ଵଶሻ ൌ ሺ1 െΦଵ𝐵ଵଶ െ ⋯െΦ௉𝐵ଵଶ௣ሻは季節性⾃⼰相関オペレーター、
Φሺ𝐵ଵଶሻ ൌ ൫1 െΦଵ𝐵ଵଶ െ ⋯െΦொ𝐵ଵଶொ൯は季節性移動平均オペレーターである。ሺ1 െ 𝐵ሻௗሺ1 െ

𝐵ଵଶሻ஽𝑧௧は、⽉別系列𝑧௧の𝑑回の階差と同じ⽉（12 ヶ⽉前）の𝐷回の階差をとるという操作に
対応する。regARIMA モデルは観察される系列𝑦௧の平均を説明する次の回帰式を⽤いて季
節性𝐴𝑅𝐼𝑀𝐴ሺ𝑝,𝑑, 𝑞ሻሺ𝑃,𝐷,𝑄ሻଵଶモデルを拡張する。 

𝑦௧ ൌ෍𝛽௜𝑥௜
௜

൅ 𝑧௧ 

つまり、regARIMA モデルは⽉別系列観測値をカレンダー効果や外れ値で説明する回帰式
の残差について季節性𝐴𝑅𝐼𝑀𝐴ሺ𝑝,𝑑, 𝑞ሻሺ𝑃,𝐷,𝑄ሻଵଶモデルを適⽤するものである。 
 X-13-ARIMA-SEATS プログラムが regARIMA モデルについて⾃動探索する構造的な要
因𝑥௜としては、曜⽇効果（⽉別の⽇曜⽇の数からの各曜⽇の数の差に対応する 6 つの変数で
識別）、イースター効果の他、次の 3 種類の外れ値（Outliers）がある。 
 第⼀の外れ値は、加法的外れ値（Additive Outlier、以下 AO と略記する）であり、特定
の⽉に 1 をとり、その他は 0 の以下のダミー変数𝐴𝑂௧

ሺ௧బሻによって識別される。 

𝐴𝑂௧
ሺ௧బሻ ൌ ൜

1 𝑓𝑜𝑟 𝑡 ൌ 𝑡଴
0 𝑓𝑜𝑟 𝑡 ് 𝑡଴

 

 第⼆の外れ値は、⽔準変化（Level Shift、以下 LS と略記する）であり、特定の⽉より前
は−1、特定の⽉以後は 0 をとる以下のダミー変数𝐿𝑆௧

ሺ௧బሻによって識別される。通常は特定の
⽉以後に 1 をとるダミー変数が想起されることが多いと思われるが、X-13-ARIMA-SEATS
プログラムの⽔準変化効果は最新時点の値をベースとするため特定の⽉より前の値をシフ
トさせている。 
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𝐿𝑆௧
ሺ௧బሻ ൌ ൜

െ1 𝑓𝑜𝑟 𝑡 ൏ 𝑡଴
0 𝑓𝑜𝑟 𝑡 ൒ 𝑡଴

 

 第三の外れ値は、減衰的変化（Temporary Change、以下 TC と略記する）であり、特定
の⽉より前は 0、特定の⽉以後は指数的に減衰する値をとる以下の変数𝑇𝐶௧

ሺ௧బሻによって識別
される。 

𝑇𝐶௧
ሺ௧బሻ ൌ ൜

0 𝑓𝑜𝑟 𝑡 ൏ 𝑡଴
𝛼௧ି௧బ 𝑓𝑜𝑟 𝑡 ൒ 𝑡଴

 

ここで𝛼は従来⽔準への減衰率に対応するパラメータであり（0 ൏ 𝛼 ൏ 1）、初期値は 0.7 に
なっている。 
 なお、X-13-ARIMA-SEATS プログラムでは次の⼿順で外れ値の⾃動選択をおこなってい
る。まずカレンダー効果が F 値修正 AIC を⽤いて統計的に有意なのかを計測し、統計的に
有意ならこれらを加えたモデルを⽤いる（さらに定数項が統計的に有意なのかテストし有
意なら加える）ことで外れ値を探索するための初期モデルを識別する。そのうえで、概ね次
の[1]から[4]の⼿順で外れ値を探索する。[⼿順 1]観測期間中の各⽉に対して、探索する種
類の外れ値を⼀つずつモデルに加えた場合の t 値を算出する。外れ値候補に対して算出され
た t 値のなかで、最も⼤きな t 値が閾値（観測値数に依存するが 4 前後の⾼めの⽔準が⽤い
られる）を超えるならモデルに加える。[⼿順 2]前の⼿順で発⾒した外れ値を加えたモデル
を⽤いて[⼿順 1]を再度実施し、閾値を上回る外れ値を発⾒できなくなるまで探索を続ける。
[⼿順 3]新たな外れ値を追加することができなくなったら、すべての外れ値候補を投⼊した
モデルで各外れ値の t 値を算出し、閾値を下回るものがあれば最⼩の外れ値をモデルから除
外する。[⼿順 4]前の⼿順で除外した変数を除く新たなモデルで[⼿順 3]を再度実施し、す
べての外れ値を同時に⽤いたモデルにおいて各外れ値の t 値が閾値を上回るようになった
ら探索を終了する。

ただし、実際には、季節性𝐴𝑅𝐼𝑀𝐴ሺ𝑝,𝑑, 𝑞ሻሺ𝑃,𝐷,𝑄ሻଵଶモデルの 階差と ARMA 次数の選択と
同時に 外れ値等の探索が⾏われる。そのため、まず初期モデル（𝑆𝐴𝑅𝐼𝑀𝐴ሺ0,1,1ሻሺ0,1,1ሻଵଶ）
を⽤いてカレンダー効果と定数項、外れ値等についてのモデル選択を⾏う。識別された説明
変数を⽤いて単位根検定により階差が決められ、ベイズ情報量基準（BIC）を⽤いて ARMA
次数を更新する。そのうえで、選択された𝑆𝐴𝑅𝐼𝑀𝐴ሺ𝑝,𝑑, 𝑞ሻሺ𝑃,𝐷,𝑄ሻଵଶモデルの残差が初期モ
デルよりも好ましい性質を持つことを確認し⾃動選択された𝑆𝐴𝑅𝐼𝑀𝐴ሺ𝑝,𝑑, 𝑞ሻሺ𝑃,𝐷,𝑄ሻଵଶモデ
ルの⽅が優れているなら、外れ値等を含む説明変数の探索を再度実施する。最後に単位根検
定とモデル係数の有意性を確認する、という操作を何度か繰り返すことになる。

2.3．季節成分分解 X-11 の基本的な考え⽅ 
季節成分分解は原系列𝑌௧を、乗法モデルもしくは加法モデルのうち統計的に好ましいモデ

ルを⽤いて、趨勢系列𝑇௧、複合季節成分𝑆௧、撹乱成分𝐼௧の 3 要素に分解することを⽬的とす
る。
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𝑌௧ ൌ 𝑇௧ ∙ 𝑆௧ ∙ 𝐼௧ ቀ乗法モデルቁ

𝑌௧ ൌ 𝑇௧ ൅ 𝑆௧ ൅ 𝐼௧ ቀ加法モデルቁ

趨勢系列（Trend-cycle series）は、原系列のうち 1 年を超える期間の趨勢的（周期的）な変
化を抽出する。複合季節成分（Combined Seasonal, trading day, and holiday factor）は、原
系列のうち 1 年以内の期間の安定な（周期的）変化を抽出する。撹乱成分（Irregular factor）
は、これら趨勢系列や複合季節成分によらない（カレンダー効果も含まない）短期的なショ
ックに対応する。 
 季節調整済み系列𝐴௧とは、原系列から複合季節成分を除去したものであり、季節成分分解
結果から𝑌௧ ൌ 𝑇௧ ∙ 𝐼௧もしくは𝑌௧ ൌ 𝑇௧ ൅ 𝐼௧として得られるものである。なお、regARIMA モデ
ルが識別した外れ値及び曜⽇効果等のカレンダー効果を除去した事前調整済み系列に対し
て X-11 は季節成分分解を⾏うが、⽔準変化（LS）は最終的な趨勢系列に含まれ（最終的な
趨勢系列に LS は戻される）、また加法的外れ値（AO）と減衰的外れ値（TC）は最終的な撹
乱成分に含まれることから、季節調整済み系列に含まれることになる。カレンダー効果は複
合季節成分を構成する要素であり、季節調整済み系列からは除外されることになる。

X-11 フィルターは、事前調整済み原系列に 2 種類の中⼼化移動平均（中⼼化 MA）を繰
り返し適⽤することで原系列を 3 つの要素に分解する⼿法である。2 種類の中⼼化移動平均
とは、隣あった⽉の平均（トレンド移動平均）と、同じ⽉について前後の年次の平均（季節
性移動平均）であり、前者を趨勢系列の推定に、後者を季節成分の推定に⽤いる。X-11 の
基本アルゴリズムは、表 1 に⽰す通り概ね 3 段階で、これら 2 種類の中⼼化移動平均（MA）
を繰り返し適⽤することによって構成される。 

第⼀段階では、事前調整済みの⽉次原系列𝑌෨௧にトレンド移動平均（当⽉を中⼼に 6 ヶ⽉前
〜6 ヶ⽉後の平均）を適⽤して趨勢系列初期値𝑇௧

ሺଵሻを推定し、事前調整済み原系列𝑌෨௧から趨
勢系列を取り除いた系列𝑆𝐼௧

ሺଵሻ（Seasonal-irregular）に季節性移動平均（⽉別の中⼼化移動平
均）を適⽤することで季節成分初期値𝑆௧

ሺଵሻを推定する。事前調整済み原系列𝑌෨௧からこの季節
成分初期値𝑆௧

ሺଵሻを除去すれば季節調整済み系列初期値𝐴௧
ሺଵሻを得る。 

第⼆段階では、季節調整済み系列初期値𝐴௧
ሺଵሻにトレンド移動平均を適⽤することで趨勢系

列中間値𝑇௧
ሺଶሻを推定し、事前調整済み原系列𝑌෨௧から趨勢系列中間値𝑇௧

ሺଶሻを取り除いた系列
𝑆𝐼௧

ሺଶሻに、季節性移動平均を適⽤して最終的な季節成分𝑆௧
ሺଶሻを推定する。事前調整済み原系列

𝑌෨௧から最終的な季節成分𝑆௧
ሺଶሻを除去すれば 最終的な季節調整済み系列𝐴௧

ሺଶሻが得られる。 
第三段階で、最終的な季節調整済み系列𝐴௧

ሺଶሻに トレンド移動平均を適⽤することで 最終
的な趨勢系列𝑇௧

ሺଷሻを推定する。最終的な季節調整済み系列𝐴௧
ሺଶሻから 最終的な趨勢系列𝑇௧

ሺଷሻを
除去すれば 最終的な撹乱成分𝐼௧

ሺଷሻが得られる。以上の⼿順により、事前調整済み原系列𝑌෨௧は、
趨勢系列𝑇௧

ሺଷሻ、季節成分𝑆௧
ሺଶሻ、撹乱成分𝐼௧

ሺଷሻに分解される。最終的な季節調整済み系列𝐴௧
ሺଶሻは、

これらのうち趨勢系列𝑇௧
ሺଷሻと撹乱成分𝐼௧

ሺଷሻから構成される。 
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表 1．X-11 の基本アルゴリズム（加法モデルの例） 
⼿順 処理内容 
1 (a) 中⼼化 12 項（2x12）トレンド MA による趨勢系列初期値𝑇௧

ሺଵሻの推定 

𝑇௧
ሺଵሻ ൌ

1
24

𝑌෨௧ି଺ ൅
1

12
𝑌෨௧ିହ ൅ ⋯൅

1
12

𝑌෨௧ ൅ ⋯൅
1

12
𝑌෨௧ାହ ൅

1
24

𝑌෨௧ା଺ 

(b) 原系列𝑌෨௧から趨勢系列を取り除いた系列𝑆𝐼௧
ሺଵሻ（Seasonal-irregular）の推定 

𝑆𝐼௧
ሺଵሻሺൌ 𝑆௧ ൅ 𝐼௧ሻ ൌ 𝑌෨௧ െ 𝑇௧

ሺଵሻ 
(c) 3x3 季節性 MA の適⽤及び中⼼化 12 項 MA を⽤いた標準化による季節成分
初期値𝑆௧

ሺଵሻの推定 

𝑆௧
ሺଵሻ ൌ 𝑆መ௧

ሺଵሻ െ ൬
1

24
𝑆መ௧ି଺
ሺଵሻ ൅

1
12

𝑆መ௧ିହ
ሺଵሻ ൅ ⋯൅

1
12

𝑆መ௧ାହ
ሺଵሻ ൅

1
24

𝑆መ௧ା଺
ሺଵሻ ൰ 

 ただし、𝑆መ௧
ሺଵሻ ൌ

ଵ

ଽ
𝑆𝐼௧ିଶସ

ሺଵሻ ൅
ଶ

ଽ
𝑆𝐼௧ିଵଶ

ሺଵሻ ൅
ଷ

ଽ
𝑆𝐼௧

ሺଵሻ ൅
ଶ

ଽ
𝑆𝐼௧ାଵଶ

ሺଵሻ ൅
ଵ

ଽ
𝑆𝐼௧ାଶସ

ሺଵሻ  
(d) 季節調整済み系列初期値𝐴௧

ሺଵሻの推定 
𝐴௧
ሺଵሻሺൌ 𝑇௧ ൅ 𝐼௧ሻ ൌ 𝑌෨௧ െ 𝑆௧

ሺଵሻ 
2 (a) トレンド（Henderson）MA による趨勢系列中間値𝑇௧

ሺଶሻの推定 

𝑇௧
ሺଶሻ ൌ ෍ ℎ௝

ሺଶுାଵሻ𝐴௧ା௝
ሺଵሻ

ு

௝ୀିு

 

 ただし、ℎ௝
ሺଶுାଵሻは以下に⽰すሺ2𝐻 ൅ 1ሻ項 Henderson MA ウェイトであり、9

項、13 項、23 項のなかからデータに合わせて（撹乱成分(t-1〜t 期)変化の平均
と趨勢系列(t-1〜t 期)変化の平均の⽐の⼤きさに応じて）⾃動選択される。ウェ
イトは対称であるため最初のሺ𝐻 ൅ 1ሻ項を⽰した。 

9 項ሺ𝐻 ൌ 4ሻ: ଵ

ଶସଷଵ
ሼെ99,െ24, 288, 648, 805ሽ  

13 項ሺ𝐻 ൌ 6ሻ: ଵ

ଵ଺଻ଽ଺
ሼെ325,െ468, 0, 1100, 2475, 3600, 4032ሽ  

23 項ሺ𝐻 ൌ 11ሻ: 1
4032015

ሼെ17250,െ44022,െ63250,െ58575,െ19950, 54150,
156978, 275400, 392700, 491700, 557700, 580853ሽ

 

(b) 原系列𝑌෨௧から趨勢系列を取り除いた系列𝑆𝐼௧
ሺଶሻ（Seasonal-irregular）の推定 

𝑆𝐼௧
ሺଶሻሺൌ 𝑆௧ ൅ 𝐼௧ሻ ൌ 𝑌෨௧ െ 𝑇௧

ሺଶሻ 
(c) 3x5 SMA の適⽤及び中⼼化 12 項 MA を⽤いた標準化による季節成分𝑆௧

ሺଶሻの
推定 

𝑆௧
ሺଶሻ ൌ 𝑆መ௧

ሺଶሻ െ ൬
1

24
𝑆መ௧ି଺
ሺଶሻ ൅

1
12

𝑆መ௧ିହ
ሺଶሻ ൅ ⋯൅

1
12

𝑆መ௧ାହ
ሺଶሻ ൅

1
24

𝑆መ௧ା଺
ሺଶሻ ൰ 

 ただし、𝑆መ௧
ሺଶሻ ൌ

ଵ

ଵହ
𝑆𝐼௧ିଷ଺

ሺଶሻ ൅
ଶ

ଵହ
𝑆𝐼௧ିଶସ

ሺଶሻ ൅
ଷ

ଵହ
𝑆𝐼௧ିଵଶ

ሺଶሻ ൅
ଷ

ଵହ
𝑆𝐼௧

ሺଶሻ ൅
ଷ

ଵହ
𝑆𝐼௧ାଵଶ

ሺଶሻ ൅
ଶ

ଵହ
𝑆𝐼௧ାଶସ

ሺଶሻ ൅
ଵ

ଵହ
𝑆𝐼௧ାଷ଺

ሺଶሻ である。最終的な（D 表の作成では）季節性 MA の次数は⼤域的 MSR
（Moving Seasonality Ratios）を⽤いて 3x3、3x5、3x9 のなかから⾃動選択され
る。 
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(d) 最終的な季節調整済み系列𝐴௧
ሺଶሻの推定

𝐴௧
ሺଶሻሺൌ 𝑇௧ ൅ 𝐼௧ሻ ൌ 𝑌෨௧ െ 𝑆௧

ሺଶሻ 
3 (a) Henderson MA による最終的な趨勢系列𝑇௧

ሺଷሻの推定

𝑇௧
ሺଷሻ ൌ ෍ ℎ௝

ሺଶுାଵሻ𝐴௧ା௝
ሺଶሻ

ு

௝ୀିு

 

Henderson MA ウェイトは⼿順 2(a)と同様に⾃動選択される。 
(b) 最終的な撹乱成分𝐼௧

ሺଷሻの推定
𝐼௧
ሺଷሻ ൌ 𝐴௧

ሺଶሻ െ 𝑇௧
ሺଷሻ 

(c) 季節成分分解結果
𝑌෨௧ ൌ 𝑇௧

ሺଷሻ ൅ 𝑆௧
ሺଶሻ ൅ 𝐼௧

ሺଷሻ 
資料：Findley et al. (1998：Appendix A)並びに Ladiray and Quenneville (2001)を元に著者
作成。 

X-11 の実際の計算では、基本アルゴリズムを 3 回繰り返している。また、最初の 1〜2 回
の基本アルゴリズムの適⽤では、原系列𝑌෨௧から趨勢系列を取り除いた系列𝑆𝐼௧ を推定した後、
極端な値（extreme value）のウェイトを下げて季節性 MA を適⽤して季節成分を推定して
いる。また、趨勢系列が推定されると季節調整済み系列から撹乱成分が抽出されるが、1〜
2 回⽬の計算で識別された極端な撹乱成分を除去して 2〜3 回⽬の計算を開始する初期値と
している。このように X-11 は慎重に 原系列を 中⻑期的な（1 年を超える期間の）趨勢の
変化を⽰す趨勢系列、1 年なかの⼀定の定期的な（周期的な）パターンを⽰す複合季節成分、
短期的な繰り返しのないショックである撹乱成分という 3 つの要素に分解し、原系列から
複合季節成分（特定の⽉に指標が⼤きくなりやすい効果、どの程度⼤きくなるかは変化しう
る）を除去するための⼿法となっている。強い季節性を⽰す系列の変化を調べるときに利⽤
される最も簡便かつ有⽤な指標は対前年⽐であると思われるが、複合季節成分を除去した
季節調整済み系列をみれば、中⻑期的な趨勢のなかで直前の⽉と⽐べた変化を知ることが
できる5。そのため、本稿では基本的に趨勢系列と季節調整済み系列に着⽬し、中⻑期的な
趨勢の変化と、季節調整済み系列の趨勢に対する⽐（趨勢と⽐べて当⽉にどのようなショッ
クがあったのか）を中⼼に分析結果を紹介する。

5 複合季節成分にはカレンダー効果が含まれるため、たとえば 3 ⽉は 2 ⽉と⽐べて約 11％⻑い
という効果は季節調整済み系列からは除去されている。また、季節調整済み系列には撹乱成分
を含む。そのため、たとえば東⽇本⼤震災（2011 年 3 ⽉）が 2011 年 2 ⽉と⽐べて⽉単位の死
亡をどの程度増やしたかの⽰唆を与える。 
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3．分析結果 
 本稿では「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」6による 2000 年 1 ⽉から 2025 年 3 ⽉の⽉別 都
道府県別 都道府県間転出数と転⼊数（291 ヶ⽉）、ならびに、「⼈⼝動態統計」7による 1995
年 1 ⽉から 2024 年 11 ⽉の⽉別 都道府県別 出⽣数と死亡数（347 ヶ⽉）の延べ 188 系列
の 1,276 ヶ⽉に対して、X-13-ARIMA-SEATS プログラムを⽤いて regARIMA モデル＋X-
11 フィルターによる季節成分分解を実施した。正確には、4 つの⽉次⼈⼝動態系列に対し
全国・東京圏・名古屋圏・⼤阪圏・⾮⼤都市圏の 5 区分の地域についての間接調整のプログ
ラムを実⾏した。また、季節成分分解された系列の転出⼊の差分をとることで社会増減、出
⽣と死亡の差から⾃然増減の季節成分分解を得た。以下では、まず全国について、次いで三
⼤都市圏についての間接調整結果を紹介する。

3−1．全国の動向 
① 死亡数

図 1 に全国の⽉別死亡数についての季節成分分解の結果を⽰した。要因分解の⼿順とし
てはまず regARIMA モデルにより原系列から外れ値とカレンダー効果が除去される。そし
て、X-11 フィルターの適⽤により、季節成分が除去され季節調整済み系列が得られると同
時に趨勢系列（Trend-cycle）に分解される。図中には、趨勢系列に対する季節調整済み系
列の⽐は（外れ値を含む）撹乱成分（乗法モデルの場合）の⼤きさを⽰すことになり、外れ
値が識別された年⽉とともに括弧内にこの⽐を⽰した。以降の図も形式は基本的に同⼀で
あり、以降は趨勢系列に対する季節調整済み系列の⽐を「撹乱成分⽐」と呼ぶ。また、図 1
と図 5（後出）については、regARIMA モデルにより識別された外れ値のタイプ・年⽉と括
弧内に係数推定値の t 値を⽰した。 
 全国の死亡数は、原系列や事前調整済み系列でみると⼀定間隔のスパイクがあり、⾮常に
強い季節性を⽰す。このような季節性を除去した趨勢系列をみると⻑期的に増加傾向にあ
るが、2020 年前半頃から増加速度を加速させている。2020 年以後の新型コロナウイルス感
染症が拡⼤した期間に着⽬すると、⽉別死亡数は 2023 年 1 ⽉に約 16.8 万件と過去最⾼を
記録した。2022 年 2 ⽉に⽔準変化（LS、持続的拡⼤）、2022 年 8 ⽉、12 ⽉に減衰的変化 

6 2000 年から 2024 年までの年報と、2025 年 1 ⽉から 3 ⽉までの⽉報を⽤いた。なお、2013
年 7 ⽉に「住⺠基本台帳法の⼀部を改正する法律」が施⾏されたことに伴い、外国⼈も住⺠基
本台帳への登録対象となったため、2013 年 7 ⽉以後の「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」（年報及
び⽉報）では、⽇本⼈と（外国⼈を含む）総数が表章されるようになった。本研究では系列の
連続性を担保するため、2013 年以後の期間も⽇本⼈移動者の転出⼊数を⽤いた。 
7 1995 年から 2023 年までの「⼈⼝動態統計（確定数）」と 2024 年 1 ⽉から 11 ⽉までの
「⼈⼝動態統計⽉報（概数）」を⽤いる。したがって、前年以前に発⽣したものを除く⽇
本における⽇本⼈の出⽣数と死亡数を⽤いた。 
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図 1．全国の死亡数の季節成分分解：1995 年 1 ⽉〜2024 年 11 ⽉ 

図 2．全国の 2015〜2019 年の趨勢が続いた場合の死亡数：2015 年 1 ⽉から 2024 年 11 ⽉ 

60
,0

00
80

,0
00

10
0,

00
0

12
0,

00
0

14
0,

00
0

16
0,

00
0

死
亡
数

注：regARIMA推定において統計的に有意な外れ値の年月に続く( )内の数字は，季節調整値のTrend-cycleに対する比.

外れ値[t値](つづき)

LS2022.Feb[t4.86] 
TC2022.Aug[t4.55] 
TC2022.Dec[t4.17] 
TC2023.Feb[t-3.61]

外れ値[t値]
TC1995.Jan[t7.74] 
AO1997.Jan[t6.70] 
TC1998.Feb[t4.95] 
TC1999.Jan[t11.49] 
AO2000.Feb[t4.56]
AO2003.Jan[t4.89]
AO2005.Mar[t5.48] 
AO2011.Mar[t9.95] 
AO2012.Feb[t4.86]

2022m2(1.077)

2022m8(1.090)
2022m12(1.082)

2023m2(1.009)

2015m4 2016m4 2017m4 2018m4 2019m4 2020m4 2021m4 2022m4 2023m4 2024m4 2025m3

原系列 季節調整済み 趨勢系列(TC) 線形(TC)

注：regARIMA推定において統計的に有意な外れ値の年月に続く( )内の数字は，季節調整値のTrend-cycleに対する比.
実直線は2015年1月~2019年12月における趨勢系列の(対数)線型予測であり，2020年1月以後に補外した予測値を破線で示した.
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図 3．全国の出⽣数の季節成分分解：1995 年 1 ⽉〜2024 年 11 ⽉ 

図 4．全国の 2015〜2019 年の趨勢が続いた場合の出⽣数：2015 年 1 ⽉から 2024 年 11 ⽉ 
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注：regARIMA推定において統計的に有意な外れ値の年月に続く( )内の数字は，原系列のTrend-cycleに対する比.
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注：regARIMA推定において統計的に有意な外れ値の年月に続く( )内の数字は，季節調整値のTrend-cycleに対する比.
実直線は2015年1月~2019年12月における趨勢系列の(対数)線型予測であり，2020年1月以後に補外した予測値を破線で示した.
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（指数的に減衰する⼀時的なショック TC）があったことを regARIMA モデルは識別した
ため、季節調整済み死亡数で⾒ると 2022 年 12 ⽉に約 14.2 万件（趨勢系列に対する⽐は約
1.107）で最も⼤きくなる。撹乱成分⽐（季節調整済み系列の趨勢系列に対する⽐）の推移
をみると、東⽇本⼤震災の後 2021 年までは、2012 年 2 ⽉（1.057）を除いて、1.05 を超え
たことはなかった。しかし、2022 年 2 ⽉の⽔準変化以後の期間では、新型コロナ感染症の
流⾏との関連でいうと 2022 年 1〜3 ⽉（第 6 波）や 2022 年 7〜8 ⽉（第 7 波）以後の時期
に相当する、2022 年 8 ⽉（1.090）、2022 年 12 ⽉（1.082）、2023 年 1 ⽉（1.079）に、断
続的に⾼⽔準の死亡ショックが発⽣している。ただし、これらの撹乱成分⽐の⽔準は、東⽇
本⼤震災が発⽣した 2011 年 3 ⽉の 1.181 や、全国的にインフルエンザが流⾏した 1999 年
1 ⽉の 1.234 には及ばない。これまでもインフルエンザの流⾏等により、1997 年 1 ⽉（1.124）、
1998 年 2 ⽉（1.079）、1999 年 1→2 ⽉（1.234→1.115）、2000 年 2 ⽉（1.064）、2003 年 1
⽉（1.079）、2005 年 3 ⽉（1.113）、2012 年 2 ⽉（1.057）と定期的に死亡ショックは起こ
っており、ショックの⽔準としても 2022 年以後のものと同程度かそれ以上のものは定期的
に発⽣していた。しかしながら、それらは加法的外れ値（AO）や減衰的変化（TC）と識別
される⼀時的なショックであるのに対し、2022 年 2 ⽉以後には⽔準変化（LS、死亡拡⼤の
持続）が識別されている。また 1 年のうちに 3 回の断続的な⼀時ショックが発⽣したこと
はこれまでになかった。 
 新型コロナウイルス感染症が拡⼤した 2020 年以後に、それ以前と⽐べて趨勢の変化があ
ったのかをみるため、2015 年 1 ⽉〜2019 年 12 ⽉の趨勢系列に年⽉を対数線形回帰した場
合の予測値とその 95％信頼区間並びに 2020 年以後の補外値を重ねて⽰したのが図 2 であ
る8。2015〜2019 年の全国の死亡数の趨勢は対数線型トレンドで良好に説明されており、予
測値の 95％信頼区間のレンジに収まる。2020 年の新型コロナウイルス感染症の流⾏が始ま
った最初期に趨勢系列は 95％信頼区間の下限を僅かに下回った後は増加速度を加速させ、
2022 年には信頼区間の上限を上回っている。2022〜2023 年にかけて持続的な拡⼤と⼀時
ショックの連続があったことは既述の通りであるが、2020〜2022 年と⽐べると 2022 年末
から死亡数の増加ペースはやや緩やかになっているように⾒えるものの、2024 年 11 ⽉ま
でのところ 95％信頼区間上限から⼀定の距離を保って推移しており、顕著な低下あるいは
2015〜2019 年トレンドへの回帰の傾向は⽰されていない。ただし、2 節（分析⼿法）で⾔
及した通り、趨勢系列を推定する中⼼化トレンド移動平均は当⽉を中⼼に前後 1〜2 年の観

8 X-13-ARIMA-SEAT プログラムは regARIMA モデルによる事前調整を⾏う前に原系列を対数
変換する（乗法モデル）か否か（加法モデル）を⾃動的に判定することができる（前出 2.2〜
2.3 節）。対数変換が⾏われた場合には 2015〜2019 年のトレンドに対し対数線形回帰を⾏い、
対数変換が⾏われなかった場合には線形回帰を⾏って予測値を得た。この⼿順はすべての系列
について同様であり、出⽣の全国・名古屋圏・⼤阪圏は線型、その他の系列・地域については
対数線形の回帰モデルを⽤いた。なお、⾃然増減と社会増減は出⽣・死亡と転出⼊の季節成分
分解結果の差分として算出しており、2015〜2019 年のトレンドは線型を仮定した。 
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測値を要求し、また季節成分を除去するための中⼼化季節性移動平均は同様に前後 2〜5 年
の（同⽉の）観測値を要求する。そのため、観測期間の最後の 1〜2 年は regARIMA モデル
の予測値に依存している（構造変化が起きないことを前提とする）ことには留意されたい。 

② 出⽣数
全国の出⽣数の季節成分分解の結果を図 3〜4 に⽰した。出⽣数についても、原系列や事

前調整済み系列でみると、⼀定間隔のスパイクがあり、強い季節性を⽰すことがわかる。こ
の季節性を除去した趨勢系列をみると、⻑期的に減少傾向にあり、（新型コロナウイルス感
染症流⾏前の）2015 年頃から その前と⽐べ減少速度をやや加速させている（図 3）。死亡
数についての分解結果とは異なり出⽣数については、2021 年 1 ⽉にやや⼤きな⼀時ショッ
ク（撹乱成分⽐は 0.942）を経験したものの、regARIMA モデルは本稿の分析対象期間にお
いて恒常的・⼀時的なショックを⽰す外れ値を 統計的に有意には識別していない。 
 しかしながら、2015 年以後の期間に着⽬すると、やや違った状況も⾒えてくる。死亡数
の場合と同様に、出⽣についても趨勢系列の 2015〜2019 年の線型のトレンドはこの間の低
下傾向を良好に説明しており、趨勢系列は 95％信頼区間のレンジに収まる。2020 年以後の
期間については、2023 年前半頃から出⽣数の趨勢系列は線型トレンド予測値の 95％下限を
下回り、2024 年 11 ⽉現在においても 2015〜2019 年トレンドを下回って推移していること
がわかる。新型コロナウイルス感染症への対策として⼈の接触が厳重に制限された頃、結婚
が減少した。結婚の減少は若⼲のタイムラグをもって第 1 ⼦出⽣の減少を招き、低次パリ
ティ⼈⼝の低下が⾼次パリティ出⽣数を減少させる（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所
2023:p.30‒36）という⾒⽅と整合的な分析結果であり、新型コロナウイルス感染症拡⼤の影
響は 2023 年頃から顕在化しているとみることができる。

③ 全国の⼈⼝移動
全国の都道府県間⼈⼝移動の季節成分分解の結果を図 5〜6 に⽰す。全国の都道府県間移

動は、転⼊数と転出数が合致するため⼈⼝移動による⼈⼝増減を⽰すものではなく、都道府
県境をまたぐ⼈⼝移動（住⺠票所在地変更）の総量を⽰す。冒頭で触れたように、⼈⼝移動
は転出⼊ともに 3〜4 ⽉に集中しておりその他の⽉の 2〜2.5 倍という⽔準になっている。
そのため原系列からは（過去 20 年程の期間をみれば）減少傾向にあることは察しが付くが、
過去 3〜5 年程度の趨勢と⽐較して今年の 5 ⽉の⽔準はどの程度増加・低下したのかを推し
量るのは困難であろう。季節成分分解の⼿法は、このように⾮常に強い季節性を⽰し（出⽣
や死亡と⽐べると地域経済等の状況を反映し）急速に変わりやすい⼈⼝移動の現状を調べ
るためのツールである。 
 まず、趨勢系列をみると、都道府県間移動の総量は 2000 年から 2010 年頃まで低下し、
以後 2019 年頃まで同⽔準で推移した。直近では、2019 年 4 ⽉頃をピークにやや減少して
いる。撹乱成分⽐の推移をみると、ちょうど最初の緊急事態宣⾔が発令されていた 2020 年 
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図 5．全国の都道府県間移動数（=転出数=転⼊数）の季節成分分解：2000 年 1 ⽉から 2025 年 3 ⽉ 

 
図 6．全国の 2015〜2019 年の趨勢が続いた場合の都道府県間移動数：2015 年 1 ⽉から 2025 年 3 ⽉ 
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注：regARIMA推定において統計的に有意な外れ値の年月に続く( )内の数字は，原系列のTrend-cycleに対する比.

外れ値[t値]
AO2009.Jan[t5.35] 
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TC2015.Sep[t5.64] 
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2015m9(1.101)

2020m5(0.796)
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季節調整済み 趨勢系列(TC) 線形(TC)

注：regARIMA推定において統計的に有意な外れ値の年月に続く( )内の数字は，季節調整値のTrend-cycleに対する比.
実直線は2015年1月~2019年12月における趨勢系列の(対数)線型予測であり，2020年1月以後に補外した予測値を破線で示した.
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5 ⽉に 0.784 という、⼤きな⼈⼝移動量の減少（⼀時ショック）があったことがわかる。分
析対象期間中、regARIMA モデルは 4 つの加法的・減衰的な外れ値を識別しており、それ
らの撹乱成分⽐は 2009 年 1 ⽉の 1.140、2011 年 5 ⽉の 1.160、2015 年 9 ⽉の 1.100 とな
っているが、これら新型コロナウイルス発⽣前の 3 つと⽐べても⼤きな変化率であったこ
とがわかる。なお、2000 年代以後では、コロナ前の⼀時ショックはすべて正であり、活発
な⼈⼝移動ブームが外れ値として識別されているのに対し、2020 年 5 ⽉の新型コロナショ
ックは⼈為的な制限によるはじめての⼈⼝移動量の衰退ショックとなったことは興味深い。 
 2015 年以後の期間に着⽬し趨勢系列の変化をみると、直近では都道府県間移動量は若⼲
の増加傾向にあった（対数線形トレンドの係数推定値は 0.1％⽔準で統計的に有意な正）。
しかし、2019 年 4 ⽉頃から趨勢系列は減少を開始したことがわかる（図 6）。最初の緊急事
態宣⾔下の 2020 年 5 ⽉に⼀時的なショックがあったことは指摘したが、この⽉の趨勢系列
は 95％信頼区間のちょうど下限になった。その後、2021 年後半に信頼区間下限を下回った
のを除くと 2023 年のはじめ頃まで信頼区間下限を維持していた。つまり、新型コロナ感染
症の拡⼤が始まって「巣ごもり」と⾔われ⼈⼝移動が忌諱される社会的⾵潮にあった 3 年
程度の間、⼀時期を除いて、実際には都道府県間⼈⼝移動の総量としては減少してはおらず
僅かながら上昇したことになる。そして、2023 年頃からは 2019 年以来の低下トレンドに
回帰している可能性がある。 

3−2．三⼤都市圏別にみた 出⽣数と死亡数 
 三⼤都市圏別の出⽣数及び死亡数について、2015 年以後の変化について着⽬した季節成
分分解の結果を図 7 に⽰した。出⽣・死亡については、いくつかの地域差もあるものの、後
にみる⼈⼝移動と⽐べると 2015 年以後の変化パターンは共通しており、全国的なショック
が広範な地域で観察されたといえる。 
 まず、出⽣については、趨勢系列の 2015〜2019 年の線型（⾮⼤都市圏のみ対数線形）の
低下トレンドはどの地域においてもこの間の低下傾向を良好に説明しており、趨勢系列は
95％信頼区間のレンジに収まる。2020 年以後もその傾向は継続しており、程度の差こそあ
れ、すべての地域において 2021 年前半に信頼区間の範囲内で低下した後も上下動を繰り返
しながら概ね 2015〜2019 年の低下トレンドにしたがっている。ただし、（最も出⽣数の規
模が⼤きな）⾮⼤都市圏では、2022 年以後に低下速度が加速しており、2023 年以後は信頼
区間下限を下回って推移している。三⼤都市圏別にみた出⽣について、regARIMA モデルが
識別した唯⼀の外れ値は⾮⼤都市圏における 2024 年 1 ⽉の加法的外れ値（AO）のみであ
る（撹乱成分⽐は 0.966）。全国では 2023 年前半頃から出⽣数の趨勢系列は線型トレンド予
測値の 95％下限を下回っていたのは、⾮⼤都市圏の寄与が⼤きいことがわかる。 
 死亡数についても、趨勢系列の 2015〜2019 年の対数線形の上昇トレンドはどの地域にお
いてもこの間の趨勢をよく説明しており、2020 年に死亡数は⼀時的に減少し信頼区間の下 
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図 7．三⼤都市圏別にみた 2015〜2019 年の趨勢が続いた場合の⾃然動態数：2015 年 1 ⽉から 2024 年 11 ⽉ 
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限付近にあったこと、その後反転・上昇に転じたことはどの地域においても共通している。
とくに、2022 年 2 ⽉には、⼤阪圏を除くすべての地域で⽔準変化（LS）が起こっており、
死亡数の持続的な拡⼤があると regARIMA モデルは識別している。なかでも、東京圏にお
ける趨勢系列の上昇速度の加速が⽬⽴つ。なお、医療崩壊が起こったとされる⼤阪圏では
2022 年 2〜3 ⽉（撹乱成分⽐は 1.208〜1.130）と 8〜9 ⽉（撹乱成分⽐は 1.188〜1.103）に
顕著な死亡数の増加があり、どちらも減衰的外れ値（TC）と識別された。 
 2022 年 2（〜3）⽉のショックを撹乱成分⽐で⾒ると、⼤阪圏で最も⼤きく（撹乱成分⽐
は 1.208〜1.130）、次いで名古屋圏（1.107）、東京圏（1.096）の順で、⾮⼤都市圏（1.029）
は最も⼩さかった。しかし、2020 年 12（〜翌 1）⽉のショックは、逆に⾮⼤都市圏（撹乱
成分⽐は 1.095〜1.087）で最も⼤きく、名古屋圏（1.069）、東京圏（1.072）、⼤阪圏（1.069
〜1.070）の順になった。2022 年 2 ⽉のショックは⾮⼤都市圏で最も⼩さかったが、2022
年末のショックは⾮⼤都市圏で最も⼤きくなったことは、新型コロナショックが都市中⼼
から郊外、⾮⼤都市圏へと拡散したことを⽰唆するのかも知れない。 
 このように新型コロナウイルス感染症が拡⼤した 2020 年以後、死亡数は増加速度を加速
させ、出⽣数は減少速度を加速させたため、⾃然減少の速度は加速した。どの地域において
も⾃然減少数の趨勢系列の 2015〜2019 年の線型低下トレンドはこの間の低下傾向を良好
に説明していたが、東京圏・名古屋圏・⾮⼤都市圏では 2022 年のはじめ頃から、⼤阪圏に
おいても 2022 年末から⾃然減少数の趨勢系列は信頼区間下限を明瞭に下回りはじめた。そ
の要因としては、⾮⼤都市圏を除くと、死亡数の顕著な増加（とくに 2020 年以後の死亡数
拡⼤の持続）の影響が⼤きい。 

3−3．三⼤都市圏別にみた 転出数と転⼊数 
 三⼤都市圏別の転出数と転⼊数及びこれらの差分である社会増減について、2015 年以後
の変化について着⽬した季節成分分解の結果を図 8 に⽰した。出⽣・死亡と異なり、⼈⼝移
動は地域によってかなり事情が異なり、複雑な変化をした。ここでは 2020 年 5 ⽉前後のシ
ョックとその後の変化に論点を絞って分析結果を紹介したい。 
 まず、最初の緊急事態宣⾔が発令された 2020 年 5 ⽉の⼀時ショックは全国的に都道府県
間移動量を⼤きく減少させた（3-1-③項）。図 8 によれば、これはすべての地域において、
転出数と転⼊数の双⽅を減少させる加法的外れ値（AO）があったことによる。ただし、地
域によって転出減少と転⼊減少の相対的な⼤きさが異なることにより、転⼊超過数の変化
は異なっていた。すなわち、総じて⼈⼝集中が進んだ⼤都市地域において転⼊数の減少幅が
⼤きく、逆に⾮⼤都市地域において転出数の減少幅が⼤きかった。まず、⼤阪圏と名古屋圏
では転⼊減と転出減が概ね同程度の⼤きさであった（撹乱成分⽐は⼤阪圏では転⼊減（0.780）
＞転出減（0.788）、名古屋圏では転⼊減（0.820）＜転出減（0.839）であった）。⼀⽅、東京
圏では転出減（撹乱成分⽐ 0.822）よりも転⼊減（撹乱成分⽐ 0.776）の⽅が⼤きく、その
結果、転⼊超過数の減少を招いた。他⽅で、⾮⼤都市圏では転出減（撹乱成分⽐ 0.764）の
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⽅が転⼊減（撹乱成分⽐ 0.820）よりも⼤きく、転出超過数の縮⼩があった。 
 このような 2020 年 5 ⽉の「新型コロナショック」の⼈⼝移動への影響は、すべての地域
において加法的外れ値（AO）として識別されていることから、趨勢系列に直接的に影響を
及ぼすことのない⼀時的なものである。しかし、図 8 をみると、2020 年 5 ⽉前後に東京圏
の趨勢系列に転⼊数の縮⼩と転出数の顕著な拡⼤という不連続な変化があることがわかる。
その理由を調べるため、東京圏の⼀都三県について 2015 年以後の変化に着⽬した転出数と
転⼊数の季節成分分解の結果を図 9 に⽰した。図 9 によれば、東京都の転⼊数と転出数（い
ずれも趨勢系列）に⽔準変化が起きており、持続的な転出数拡⼤と転⼊数の縮⼩があった。
まず、2020 年 3 ⽉から 4 ⽉にかけて転⼊数が約 3.5 万件から約 3.3 万件へ 7.6％縮⼩した。
そして、最初の緊急事態宣⾔があけた 2020 年 6 ⽉から 7 ⽉にかけての転出数の拡⼤はとり
わけ⼤きく約 2.9 万件から約 3.3 万件へ 15.0％増加した。その結果、東京都の転⼊超過数
（趨勢系列）は 2020 年 3 ⽉の約 7 千から 4 ⽉には 4 千強へ約 4 割減少し、さらに 7 ⽉の
ほぼゼロへと断続的に縮⼩している。 
 2020 年 5 ⽉以後の⼈⼝移動の趨勢の変化に関して、2015〜2019 年転⼊超過数（趨勢系
列）の対数線型のトレンドからの乖離に着⽬しよう。2015〜2019 年の趨勢は、⼤阪圏では
転出超過の縮⼩、東京圏では転⼊超過数の増加があり、⼈⼝移動による⼈⼝減を緩やかにす
るもしくは⼈⼝増加を加速させる趨勢だった。逆に、名古屋圏と⾮⼤都市圏では転出超過数
の拡⼤があり、⼈⼝移動による⼈⼝減少が拡⼤していた。このような 2015〜2019 年の趨勢
系列はすべての地域において対数線形トレンド予測値の 95％信頼区間の範囲内にあったが、
2020 年頃からすべての地域において転⼊超過数の趨勢は反転した。⼤阪圏では転出超過が
2015〜2019 年には縮⼩していたが拡⼤に転じ、東京圏では転⼊超過が拡⼤していたが縮⼩
に転じた。名古屋圏と⾮⼤都市圏では転出超過が拡⼤していたが、縮⼩に転じた。これらの
うち、⼤阪圏においては 2025 年 3 ⽉までに転⼊超過数の趨勢は 2015〜2019 年の対数線形
トレンドに回帰している。⼀⽅で、東京圏の転⼊超過の趨勢系列は 2015〜2019 年対数線形
トレンド信頼区間下限をかなり下回って推移している。他⽅で、名古屋圏・⾮⼤都市圏の転
出超過は 2015〜2019 年対数線形トレンド信頼区間上限をかなり上回って推移している。東
京圏における転出数は 2015〜2019 年対数線形トレンドの⽔準に 2025 年 3 ⽉までに回帰し
ており、転⼊超過の戻りが遅いのは 2015〜2019 年に増加趨勢であった転⼊数が 2020 年以
後低迷しているためである。逆に、名古屋圏と⾮⼤都市圏では 2015〜2019 年転出数の増加
数が 2019 年後半頃から変調し、2020 年に対数線形トレンド信頼区間の下限を下回るよう
になったが、この転出数の縮⼩が継続している。これらの結果は 2015〜2019 年の間は加熱
を続けていた⾮⼤都市圏から東京圏（なかでも東京都の変化が顕著だが、3 県においても転
⼊数は低下趨勢）へ向かう「都⼼回帰」の⼈⼝移動の趨勢が、2020 年前後に減速したこと
を⽰唆する。ただし、2025 年 3 ⽉の時点において、東京圏の転⼊超過数はプラス、⾮⼤都
市圏ではマイナスであり、⾮⼤都市圏から東京圏への⼈⼝移動がなくなったわけではない
（2020 年頃縮⼩したが、縮⼩前の⽔準に戻りつつあるものの、戻り切れてはいない）。
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図 8．三⼤都市圏別にみた 2015〜2019 年の趨勢が続いた場合の転出数と転⼊数：2015 年 1 ⽉から 2025 年 3 ⽉ 
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図 9．東京圏における 2015〜2019 年の趨勢が続いた場合の転出数と転⼊数：2015 年 1 ⽉から 2025 年 3 ⽉ 
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(季節調整済み)転出数 (季節調整済み)転入数 (季節調整済み)転入超過数

(Trend-cycle)転出数 (Trend-cycle)転入数 (Trend-cycle)転入超過数

LS

LS
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4．結語 
 本稿では⽉次⼈⼝動態系列の季節性に対処したうえで、新型コロナウイルス感染症の流
⾏が始まった以後の時期に⼈⼝動態にどのような趨勢の変化があったのかを全国と三⼤都
市圏別に観察した。最⼩限のタイムラグをおいた最新のデータを分析した本報告の知⾒と
して、出⽣と死亡に全国的なショックが広範な地域で観察される傾向にあった。まず、出⽣
数については、2020 年以後新型コロナショックは全国的に検出されていない。死亡に対す
る新型コロナショックは全国的に 2022 年 2 ⽉以後に⽔準変化（LS、拡⼤の持続）を⽣じさ
せたことを regARIMA モデルは識別した。この背後には同時期の⾮⼤都市圏・東京圏・名
古屋圏における死亡数の⽔準変化がある。⼀⽅、⼤阪圏では 2022 年 2 ⽉と 8 ⽉に断続的に
⼤きな新型コロナショックがあり、⼀時的な（減衰的）外れ値として推定されている。出⽣・
死亡・⼈⼝移動という⼈⼝動態のなかでも 2022 年以後は死亡の変化が著しくなっており、
新型コロナウイルス感染症拡⼤前（2015〜2019 年）の出⽣・死亡の趨勢系列は概ね単調な
増減を⽰していたが、コロナ渦以後の死亡数は新型コロナウイルス感染症の流⾏の波に沿
った周期的な動きを⽰すようになっている。地域差も相対的には⼤きくなっているように
みえ、慎重なモニタリングの継続が望まれる。 
 ⼀⽅、⼈⼝移動は地域によってかなり事情が異なっていた。おそらく、新型コロナウイル
スの⼈⼝動態への影響のなかで、最初の緊急事態宣⾔が発令されていた 2020 年 5 ⽉の⼈⼝
移動への「新型コロナショック」が最も⼤きなものの⼀つであった。分析の結果、2020 年
5 ⽉の「新型コロナショック」は、すべての地域で転⼊数・転出数の双⽅を減らしたものの、
東京圏では転出減よりも転⼊減が⼤きく転⼊超過数の減少をまねき、⾮⼤都市圏では転出
減よりも転⼊減の⽅が⼩さく転出超過数の縮⼩があった。この知⾒は筆者らが⽉次⼈⼝動
態系列のモニタリングを開始した 2022 年以来、最新データの分析結果によっても継続して
観察されており、頑健な結果であることが⽰唆された。さらに、東京都では 2020 年 4 ⽉以
後の転⼊数の縮⼩、2020 年 7 ⽉以後の転出数の拡⼤のそれぞれに持続的な変化が⽣じてい
たものの、東京圏全体でみればこれらの時期の変化は⼀時的なものであった。東京圏（東京
都）における転出数は新型コロナ前の⽔準に概ね戻っており⽔準変化（LS）は解消に向かっ
ているとみられる⼀⽅、転⼊数の戻りは遅い。「新型コロナショック」後の調整は現在も続
いているものと⾒られるため、地域⼈⼝動態の継続的なモニタリングとより精緻な分析へ
の深化が不可⽋である。 
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